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■ 当社
■ 連結

従業員数（人）

813

1,508

第61期第59期 第60期第58期

821

1,483
838

1,479
851

1,496

主要な営業所及び工場（2021年12月31日現在）
① 当 社 本 社 東京都品川区
② 国 内 営 業 拠 点 大阪営業所(大阪府大阪市淀川区)・長岡営業所(新潟県長

岡市)・名古屋営業所(愛知県一宮市)・安城営業所(愛知
県安城市)・北関東営業所(群馬県高崎市)

③ 国 内 生 産 拠 点 長岡工場(新潟県長岡市)・見附工場(新潟県見附市)
④ 国 内 研 究 所 三島研究所(静岡県駿東郡長泉町)

従業員の状況（2021年12月31日現在）
企業集団の従業員の状況および当社の従業員の状況

（注）1. 従業員数は臨時従業員数を含んでおりません。
2. 第61期における当社従業員の平均年齢は40.8歳で、その平均勤続年数は18.2年となっております。
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財産および損益の状況
期 別

区 分
第 58 期
（2018年度）

第 59 期
（2019年度）

第 60 期
（2020年度）

第 61 期
（当連結会計年度）

売 上 高（百万円） 24,514 22,877 22,817 28,174
経 常 利 益（百万円） 4,326 2,963 2,836 5,407
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 3,228 2,383 2,539 3,803
１株当たり当期純利益（円） 186.87 137.97 147.01 220.18
総 資 産（百万円） 56,479 57,418 58,032 64,530
純 資 産（百万円） 51,986 53,556 53,966 59,060
（注）1. 売上高には、消費税等を含んでおりません。

2. 第59期より、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年2月16日）
を適用し、同一納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示する方法に変更を行なってお
り、第58期の総資産の数値につきましては、遡及適用した数値で表示しております。

主要な借入先の状況（2021年12月31日現在）
記載すべき事項はありません。

会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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業務の適正を確保する体制及び当該体制の運用状況
Ⅰ.業務の適正を確保する体制
当社は、取締役会において、「内部統制体制の整備に関する方針」を次のとおり決議しており

ます。
（1）取締役および使用人ならびに子会社の役職員等の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制
① ユニオンツールグループの全役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ社会的
責任および企業倫理の考え方が十分に意識して展開されるよう当社における行動規範たる
「ユニオンツールグループ企業倫理綱領」を定め、全役職員に周知徹底させております。

② 「ユニオンツールグループ企業倫理綱領」は、法令遵守、社会正義の遵守のみならず、社
会規範への十分な理解、社会貢献などへもその取組むべき意識範囲を広げており、全部で
10項目からなるものとして整備しております。

③ 「ユニオンツールグループ企業倫理綱領」の実効性を確保するため「企業倫理基準に関す
る規程」等を制定し、推進担当者の設置、社内通報システムの構築などを行なっておりま
す。なお、この社内通報システムは別に定める内部通報に関するルールに基づき運営され
ております。

④ 企業倫理推進担当者は調査権や協力体制構築のための各種権限を有し、必要に応じて外部
の専門機関との緊密な連携を保ちつつ、社内体制の整備に努めております。

⑤ 独立性を保持した内部監査部を設置し、経営諸活動の遂行状況を合法性と合理性の観点か
ら検討、評価させております。

（2）取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る情報・文書の取り扱いは、当社の社内規程等に従い適切に保存
および管理の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規定等の見直し等を行なっ
ております。

② 取締役の職務の執行に係る情報・文書につきましては、稟議制度を電子化し、そのデータ
ベース化を図り、当該各文書等の存否および保存状況を素早く検索・閲覧できる体制を構
築し、適切な情報の保存および管理を行なっております。
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（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
各部門所管業務に付随するリスク管理は担当部門が行ないますが、組織横断的なリスク管理
またはリスク管理のための重要な基礎的事項については取締役会が決定・実施しておりま
す。取締役会は、この決定・実施の実効性を高めるため「リスク管理とコンプライアンスに
関する規程」を制定し、諮問機関として各部門長等から成る「リスク・コンプライアンス委
員会」を設置しております。

（4）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社内に子会社管理について統括する専門部署を設置するとともに、業務ごとに子会社の当
該業務を主管する部署を設置することで、当社と同様な基本方針のもと、子会社における損
失の危険の管理を行なっております。

（5）取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
① 取締役会を毎月１回以上開催することを原則とし、経営戦略・事業計画等の重要事項の決

定ならびに取締役の職務執行状況の監督等を行なっております。
② 当社は取締役会規則のもと、迅速な意思決定を図るため執行役員数名を選任しておりま

す。これら執行役員等が一部の職務を執行し、取締役会がこれを監督しております。取締
役と執行役員は原則月１回開催される経営会議において情報の共有と職務遂行に係る必要
な討議を行なっております。

③ 業務運営については、毎年期初に事業環境を踏まえた経営計画および年度予算を策定し、
この計画等に即した課題・目標を各部門において設定・進捗管理しております。

（6）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
① 子会社組織規程を設け、その中で子会社における組織機構、業務分掌、職務権限基準、稟

議制度などの整備を義務付けております。
② 当社内に子会社管理についての統括専門部署を設け、上記の整備状況について助言等監督
を行なっております。

③ 業務運営については、毎年期初に事業環境を踏まえた経営計画および年度予算を策定し、
この計画等に即した課題・目標を各部門において設定・進捗管理しております。

④ 子会社における職務執行の効率性等を検証するために、すべての子会社において原則とし
て年１回以上、当社取締役を交えた情報交換会を開催しております。
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（7）当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社の取締役および監査役は、当社の子会社の取締役、監査役および従業員等との情報交
換その他の連携体制の強化に努めております。

② 子会社における業務の適正を確保するため、各種社内規程等を制定し、これら規程等に基
づき当社内に子会社についての統括専門部署や主管部署を設置し、情報の集約等を行なっ
ております。

（8）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制
① 当社内に子会社管理について統括する専門部署を設置し、報告体制の整備・維持・定着に
あたらせております。合わせて、統括の実効性を高めるため、当社において子会社の各種
業務ごとに主管する部署を設置し、相互交流を深める体制を整えております。

② 当社では子会社管理規程を設け、この基本規程のもと各種の業務管理規程を整備し、子会
社から当社への申請事項や報告事項、およびそれらの手続きを明確化させております。

（9）監査役を補助する使用人の体制およびその補助する使用人の独立性の確保に関する事項
当社は実効性の高い監査環境の整備に努めており、日頃から監査役と意見交換しておりま
す。その中で、監査役の職務を補助する使用人を必要に応じて配置することとしておりま
す。その際、当該使用人の活動が実効性を伴い実施されるよう各種体制の整備を、取締役と
監査役との協議により構築していくことといたします。

（10）ユニオンツールグループ全役職員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告
に関する体制

① ユニオンツールグループ全役職員は、当社グループに重大な損失を与える恐れのある事項
および不正行為や重要な法令・定款違反行為を認知した場合、「企業倫理基準に関する規
程」等に基づき、その内容等を報告しなければならないことになっております。

② 情報を集約する企業倫理基準統括責任者たる取締役は、集約された情報を吟味し、必要に
応じて遅滞なく監査役に報告することとしております。

③ 監査役は、取締役会、経営会議の重要会議に出席し、業務の執行状況を監査しておりま
す。

（11）報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制

① 企業倫理担当部署は、役職員に対する教育、研修の機会を通じて、不利益取扱いを懸念し
て必要な報告・通報を思いとどまることがないよう啓蒙に努めております。

② 内部通報制度に基づく通報については、内部通報に関するルールの中で、明確に通報者保
護を規定しております。
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（12）その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
① 取締役は、監査役と相互の意思疎通を図るため、必要に応じて会合を行なう他、取締役会

その他重要会議において、監査役の自由な発言等ができる体制を醸成すべく努めておりま
す。

② 監査役は、取締役会、経営会議の他、重要な会社の意思決定の過程および業務執行状況を
把握するため、会議への参加、文書の閲覧、事情聴取を行なうことができるようになって
おります。

③ 監査役は、当社の会計監査人から会計監査の内容について説明を受け、必要な連携を保っ
ております。

④ 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用等の償還、負担し
た債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたもので
ないことを証明できる場合を除き、これに応じることとしております。

⑤ 内部監査部は、内部監査の状況報告を、監査役に対して行ない、相互の連携を図っており
ます。

（13）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその体制
当社は、「ユニオンツールグループ企業倫理綱領」の第10に「社会正義」を掲げ、反社会的
勢力との関係断絶と、不当要求に対し毅然とした態度をもってこれに対抗し、排除すること
を謳っております。企業倫理基準担当者により、このための体制整備と警察や法律家等との
連携体制強化が図られております。

Ⅱ.業務の適正を確保する体制の運用状況
（1）企業倫理綱領のグループ全体での遵守意識の定着や取締役会などの運営組織の維持は概ね良

好に行なわれております。
（2）新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、手洗い・マスク着用の励行やテレワーク実施な

ど、いわゆる新たな生活様式への対応・定着を果たし、会社の安全確保を実践しました。
（3）サイバー攻撃や異常気象など新たな事業リスクに対して、情報収集・共有の確かさを再度確

認するとともに、事前の準備・対応策の実施などを進めました。

会社の支配に関する基本方針
特に定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで） (単位：百万円)

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2021年１月１日残高 2,998 3,020 54,139 △6,732 53,425
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － △1,330 － △1,330
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 3,803 － 3,803

自己株式の取得 － － － △2 △2
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,473 △2 2,471
2021年12月31日残高 2,998 3,020 56,612 △6,734 55,896

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

2021年１月１日残高 334 260 △53 541 53,966
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － － － △1,330
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － － 3,803

自己株式の取得 － － － － △2
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) 740 1,833 48 2,622 2,622

連結会計年度中の変動額合計 740 1,833 48 2,622 5,093
2021年12月31日残高 1,075 2,093 △5 3,163 59,060
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ８社
・主要な連結子会社の名称 台湾佑能工具股份有限公司

UNION TOOL EUROPE S.A.
U.S.UNION TOOL,INC.
佑能工具（上海）有限公司
UNION TOOL HONG KONG LTD.
UNION TOOL SINGAPORE PTE LTD.
東莞佑能工具有限公司
UNION TOOL (THAILAND) CO., LTD.

② 非連結子会社の名称等
・非連結子会社の名称 ユニオンエンジニアリング㈱

ユニオンビジネスサービス㈱
・連結の範囲から除いた理由 上記非連結子会社は共に小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益および利益剰余金等は、いずれも連結計算書類
に重要な影響を及ぼしておりません。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況
該当事項はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況
・主要な会社等の名称 ユニオンエンジニアリング㈱ （非連結子会社）

ユニオンビジネスサービス㈱ （非連結子会社）
㈱大善 （関連会社）

・持分法を適用しない理由 上記の非連結子会社および関連会社は、当期純損益（持分
に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分
法の適用範囲から除外しております。

2022年02月25日 16時11分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



9

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
イ．有 価 証 券
その他有価証券
・時価のあるもの……連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。）
なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取得原価」と
「債券金額」との差額の性格が金利の調整と認められるもの
については、償却原価法により原価を算定しております。

・時価のないもの……移動平均法による原価法
ロ．た な 卸 資 産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
・製品・商品・仕掛品……総平均法による原価法（ただし、専用機・測定機器は

個別原価法）
・原 材 料……移動平均法による原価法
・貯 蔵 品……最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有 形 固 定 資 産……当社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１

日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)および2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物につい
ては、定額法によっております。連結子会社は定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 7年～50年
機械装置及び運搬具 2年～12年
工具器具及び備品 2年～20年
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ロ．無 形 固 定 資 産……定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額
法を採用しております。また、販売目的のソフトウェアに
ついては、見込販売数量に基づく償却額と３年を限度とす
る残存有効期間に基づく均等配分とを比較し、いずれか大
きい額を償却する方法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ．賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上
しております。

④ 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外子会社の資産および負債、収益、費用は、連
結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めております。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により費用処理しております。

ロ．消費税等の会計処理……消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。
ハ．表示金額単位の変更……連結計算書類に掲載される科目、その他の事項については、

従来、千円単位で記載しておりましたが、当連結会計年度
より百万円単位で記載しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当連結
会計年度の連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載
しております。

３．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
1 たな卸資産の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
商品及び製品 5,102百万円
仕掛品 1,263百万円
原材料及び貯蔵品 2,846百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
たな卸資産は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額が取得原価
よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。ま
た、一定期間を超えて保有するたな卸資産については、収益性の低下の事実を反映するために、
過去の販売・使用実績及び製品群ごとのライフサイクル等に基づき決定した方針により規則的に
帳簿価額を切り下げております。しかし、当初想定できなかった生産需要や経済情勢等により、
前提となるライフサイクルに変更が生じる場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を
与える可能性があります。

2 賞与引当金
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
賞与引当金 796百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
上記金額796百万円には当社における賞与引当金575百万円が含まれております。当該引当金
は翌期上期賞与に対する引当金でありますが、2021年7月から12月の査定期間に対し、翌
2022年1月から6月の当社の営業利益見込み（業績予想）を用いて算定しております。業績予想
については経営者の最善の見積もりと判断により行われますが、将来の不確実な経済情勢の変動
の結果によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結
計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 39,684百万円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首の株式数(株)
当連結会計年度の
増加株式数(株)

当連結会計年度の
減少株式数(株)

当連結会計年度
末の株式数(株)

普通株式 19,780,000 － － 19,780,000

（2）自己株式の数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首の株式数(株)
当連結会計年度の
増加株式数(株)

当連結会計年度の
減少株式数(株)

当連結会計年度
末の株式数(株)

普通株式 2,503,910 567 － 2,504,477
（変動事由の概要）
増減数の内訳は、次の通りであります。
単元未満株式の買取 567株

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
イ．2021年３月30日開催第60回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 691百万円
・１株当たり配当金額 40円(普通配当30円、特別配当10円)
・基準日 2020年12月31日
・効力発生日 2021年３月31日
ロ．2021年８月10日開催取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 639百万円
・１株当たり配当金額 37円
・基準日 2021年６月30日
・効力発生日 2021年９月６日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる
もの
2022年３月30日開催第61回定時株主総会決議に付議する配当に関する事項
・配当金の総額 691百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 40円
・基準日 2021年12月31日
・効力発生日 2022年３月31日
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６．金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組姿勢

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わ
ない方針であります。デリバティブ取引についてはヘッジを含めて利用しておりません。
資金調達については資金使途や調達環境等を勘案し、調達手段を決定するものとしており
ます。

（2）金融商品の内容および当該金融商品に係るリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券および株式を除く投資有価証券は外貨建てを含む債券等であり、為替変動リス
ク、金利変動リスク、信用リスクに晒されております。
なお、投資有価証券に含まれる株式は、主に業務上関係を有する企業の株式であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、全て1年以内に支払期日が到来いたします。
未払法人税等は、法人税、住民税及び事業税に係わる債務であり、全て１年以内に納付
期日が到来いたします。
長期未払金は、役員退職慰労金の打ち切り支給に係る債務であり、当該役員の退職時に
支給する予定であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従い、営業債権について営業管理部が主要な取引先の状況を
定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、
当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務

状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
なお、債券については格付けの高い銘柄のみ保有することとし、銘柄、期日分散に留意
した運用を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
営業債務に係わる流動性リスクについては、手元流動性を確保しており、リスクは僅

少であると考えております。
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません（（注
２）を参照ください。）。

（単位 百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 17,291 17,291 －
(2)受取手形及び売掛金 9,482
貸倒引当金 △13
差引 9,468 9,468 －

(3)有価証券 290 290 －
(4)投資有価証券 4,813 4,813 －
(5)支払手形及び買掛金 (1,115) (1,115) －
(6)未払法人税等 (1,189) (1,189) －
(7)長期未払金 (219) (219) －
（※１）受取手形及び売掛金に対して個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※２）負債に計上されているものについては（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（1）現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

（3）有価証券、並びに(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取
引金融機関等から提示された価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金、並びに(6) 未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

（7）長期未払金
長期未払金の時価については、支払時期について合理的に見積もることが困難であるた
め、現在の市況環境を鑑み、現在価値への割引額を簿価と同額としております。

（注２）非上場株式(連結貸借対照表計上額 336百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるため、「(4)投資有価証券」には含めておりません。
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７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,418円74銭
（2）１株当たり当期純利益 220円18銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（2021年1月１日から2021年12月31日まで） (単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資本準備金 資本剰余金合計

2021年１月１日残高 2,998 3,020 3,020
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － － －
当期純利益 － － －
固定資産圧縮積立金の取崩 － － －
自己株式の取得 － － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － － －

事業年度中の変動額合計 － － －
2021年12月31日残高 2,998 3,020 3,020

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計固 定 資 産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益

剰 余 金
2021年１月１日残高 419 167 30,000 14,116 44,703
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － － － △1,330 △1,330
当期純利益 － － － 3,760 3,760
固定資産圧縮積立金の取崩 － △4 － 4 －
自己株式の取得 － － － － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － － － － －

事業年度中の変動額合計 － △4 － 2,434 2,430
2021年12月31日残高 419 163 30,000 16,550 47,133
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(単位：百万円)

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金

2021年１月１日残高 △6,732 43,989 426 44,416
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － △1,330 － △1,330
当期純利益 － 3,760 － 3,760
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － －
自己株式の取得 △2 △2 － △2
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － － 740 740

事業年度中の変動額合計 △2 2,428 740 3,168
2021年12月31日残高 △6,734 46,417 1,167 47,585

2022年02月25日 16時11分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



18

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
（1）有価証券の評価基準および評価方法
① 子会社株式および関連会社株式 ……移動平均法による原価法
② その他有価証券
・時 価 の あ る も の……事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）
なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取得原価」
と「債券金額」との差額の性格が金利の調整と認めら
れるものについては、償却原価法により原価を算定し
ております。

・時 価 の な い も の……移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準および評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
・製 品 ・ 商 品 ・ 仕 掛 品……総平均法による原価法（ただし、専用機・測定機器は

個別原価法）
・原 材 料……移動平均法による原価法
・貯 蔵 品……最終仕入原価法

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産……定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）および2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備および構築物については、定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ７～50年
機 械 装 置 ２～12年
工具器具備品 ２～20年
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② 無 形 固 定 資 産……定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフ
トウェアについては、社内における利用可能期間に基
づく定額法を採用しております。また、販売目的のソ
フトウェアについては、見込販売数量に基づく償却額
と３年を限度とする残存有効期間に基づく均等配分と
を比較し、いずれか大きい額を償却する方法によって
おります。

（4）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

③ 退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上してお
ります。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費
用処理しております。
数理計算上の差異については、各期の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期
から費用処理しております。

（5）重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務等は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる事項
① 退職給付に係る会計処理……退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算
書類におけるこれらの会計処理と異なっております。

② 消 費 税 等 の 会 計 処 理……消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。
③ 表 示 金 額 単 位 の 変 更 計算書類に掲載される科目、その他の事項については、

従来、千円単位で記載しておりましたが、当事業年度
より百万円単位で記載しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当事業
年度の計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しておりま
す。

（貸借対照表）
前事業年度において「支払手形」に含めていた「電子記録債務」は、明瞭性の観点から、当事

業年度より独立掲記しております。前事業年度に「支払手形」に含めていた「電子記録債務」は
75百万円であります。

３．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
1 たな卸資産の評価
①当事業年度の計算書類に計上した金額
商品 47百万円
製品 2,254百万円
原材料 1,593百万円
仕掛品 1,058百万円
貯蔵品 156百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
たな卸資産は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額が取得原価
よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。ま
た、一定期間を超えて保有するたな卸資産については、収益性の低下の事実を反映するために、
過去の販売・使用実績及び製品群ごとのライフサイクル等に基づき決定した方針により規則的に
帳簿価額を切り下げております。しかし、当初想定できなかった生産需要や経済情勢等により、
前提となるライフサイクルに変更が生じる場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可
能性があります。
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2 賞与引当金
①当事業年度の計算書類に計上した金額
賞与引当金 575百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当事業年度末における賞与引当金は翌期上期賞与に対する引当金でありますが、2021年7月
から12月の査定期間に対し、翌2022年1月から6月の当社の営業利益見込み（業績予想）を用
いて算定しております。業績予想については経営者の最善の見積もりと判断により行われます
が、将来の不確実な経済情勢の変動の結果によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要と
なった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 27,030百万円
（2）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
① 短 期 金 銭 債 権 1,317百万円
② 長 期 金 銭 債 権 242百万円
③ 短 期 金 銭 債 務 85百万円

（3）取締役、監査役に対する金銭債務 219百万円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 売 上 高 8,394百万円
② 仕 入 高 761百万円
③ 販売費及び一般管理費 12百万円
④ 営業取引以外の取引高 921百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首

の株式数(株)
当事業年度の
増加株式数(株)

当事業年度の
減少株式数(株)

当事業年度末
の株式数(株)

普通株式 2,503,910 567 － 2,504,477
（変動事由の概要）
増減数の内訳は、次の通りであります。
単元未満株式の買取 567株
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７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金 175百万円
退職給付引当金 131百万円
長期未払金 67百万円
投資有価証券評価損 26百万円
減損損失 100百万円
減価償却費 38百万円
未払事業税 62百万円
棚卸資産評価損 128百万円
その他 67百万円

繰延税金資産小計 798百万円
評価性引当額 △122百万円
繰延税金資産合計 675百万円

(繰延税金負債)
固定資産圧縮積立金 72百万円
その他有価証券評価差額金 514百万円

繰延税金負債合計 586百万円
繰延税金資産の純額 88百万円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目
法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されないもの 0.0％
受取配当等永久に益金に算入されないもの △3.9％
試験研究費等の税額控除 △3.5％
所得税等税額控除 △0.2％
評価性引当金の増減 0.0％
その他 0.2％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.2％
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８．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社および法人主要株主等

該当事項はありません。
（2）子会社等

属性 会社等
の名称 住所

資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内 容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 台湾佑能工具
股份有限公司

台湾
桃園市

110,500
千NT$

超硬ドリル
の製造・販
売

所有
直接
100.0

4名 当社からの
製品の購入

当社製品
の販売
(注１)

1,579 売掛金 172

配当金の
受取 210 ― ―

子会社 佑能工具(上海)
有限公司

中国
上海市

15,300
千US$

超硬ドリル
の製造・販
売

所有
直接
100.0

3名 当社からの
製品の購入

当社製品
の販売
(注１)

2,147 売掛金 495

資金の貸
付
(注２)

―
関係会社
短期貸付金 126

関係会社
長期貸付金 242

利息の受
取
(注２)

19
流動資産
その他

（未収入金）
11

配当金の
受取 92 ― ―

子会社 東莞佑能工具
有限公司

中国
広東省

18,900
千US$

超硬ドリル
の製造・販
売

所有
直接
100.0

4名 当社からの
製品の購入

当社製品
の販売
(注１)

712 売掛金 166

配当金の
受取 372 ― ―

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．当社製品の販売については、市場価格を基に販売価格を決定しております。

２．資金の貸付については、当社が資金の一元管理を行なっており、市場金利を勘案して利率を決定し
ております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,754円48銭
（2）１株当たり当期純利益 217円66銭

１０．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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